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Ⅰ．新地方公会計改革と財務書類４表の意義 

 

１ 新地方公会計制度導入の背景について 

現在、地方公共団体で取り入れている会計手法は、歳入と歳出を現金の受け渡しの時

点で認識する現金主義をとり、会計年度独立の原則に基づき単年度会計で、単式簿記によ

る歳入・歳出の収支という事実に基づいた決算書などの財務書類を作成しています。 

地方公会計改革では、「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」

が平成 12年 4月 1日に施行され、地方分権の流れが加速するのと歩調を合わせ、既存の

経常収支比率など現金収支にかかる情報を中心とした財政指標だけでなく、資産や負債な

どの情報やコストを意識し、自治体の財政状況を総合的かつ長期的に把握するために、企

業会計的手法の導入が必要とされました。これを受け総務省は、「地方公共団体における

行政改革の更なる推進のための指針」を平成 18年 8月 31日に示し、発生主義・複式簿記

の考え方を取り入れた公会計の整備を促進するとともに、財務書類の作成モデルを示し、

普通会計ベース及び連結ベースでの「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算

書」「資金収支計算書」の財務書類４表の作成及び公表を要請しています。 

このことを踏まえ、本市では、総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」で示され

た財務書類作成モデルのうち、「総務省方式改訂モデル」を用いて、普通会計単体、そして

普通会計・特別会計・公営企業会計を連結した市全体、さらに市と連携協力して行政サー

ビス等を行っている一部事務組合、広域連合、第三セクター等を含めた連結の財務書類４

表を作成し公表します。 

 

２ 財務書類４表の説明について 

現在の会計手法は、会計年度独立の原則に基づいて、年度単位を基本とし、歳入と歳

出を差し引きする単式簿記の方法を用いることで、客観性の高い期間損益計算を行うことが

できる反面、取得した資産の状況や減価償却などの費用についての把握ができませんでし

た。そこで、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」

の財務書類４表を作成することで、現金主義の会計制度では把握することが困難な建物等

の現在の価値、市債の償還金、退職手当引当金などの将来的に必要な支出、建物等の減

価償却による費用、市で保有する資産及び債務のストック情報や行政コストなどを把握する

ための補完的な役割を果たすことになります。 

 

・「貸借対照表」は、左側（借方）に資産、右側（貸方）に資産を形成した財源としての負債

と純資産の３要素で構成されています。これにより、行政サービスを提供するための資産

をどれだけ保有しているか、また、将来世代の負担となる地方債等の債務がどのくらいあ

るかなどについて知ることができます。 
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・「行政コスト計算書」は、男鹿市が１年間に提供した行政サービスに要したコストを性質

別及び目的別に明らかにしたものと、その財源である使用料や負担金などの収入の状況

を表したものです。これにより、行政の分野ごとにサービスを提供するのに、どのような性

質の経費がどの程度用いられているかを知ることができます。 

 

・「純資産変動計算書」は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が、１年間

でどのように変動したかを表しています。 

 

・「資金収支計算書」は、行政活動を資金の流れからみたものであり、資金の増減内訳を

一定の活動区分（経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支）別に表したもの

です。 

 

３ 財務書類４表の作成基準について 

本市の財務書類４表は、平成１９年１０月に総務省が示した「新地方公会計制度実務研

究会報告書」に基づき、同省の昭和４４年度以降の「地方財政状況調査表」、「地方公営企

業決算状況調査表」及び「歳入歳出決算書」などを用いて作成しました。 

また、おが地域振興公社、男鹿保育会については、当該団体において作成した決算書

類等をもとに作成しました。 

 

（１）対象年度 

平成２７年度を対象年度とし、平成２８年３月３１日を作成基準日としています。なお、出

納整理期間における出納については、基準日までに終了したものとして処理しています。 

 

（２）対象範囲 

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男鹿地区消防一部事務組合 

男鹿地区衛生処理一部事務組合 

八郎湖周辺清掃事務組合 

秋田県後期高齢者医療広域連合 

秋田県市町村総合事務組合 

秋田県市町村会館管理組合 

おが地域振興公社 

男鹿保育会 

連  結 

国民健康保険特別会計 

診療所特別会計 

介護保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

病院事業会計 

上水道事業会計 

ガス事業会計 

下水道事業会計 

農業集落排水事業会計 

漁業集落排水事業会計 

 

市全体 

普通会計 
一般会計 

診療所特別会計 
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① ③ ② 

４ 財務書類４表の相互関係について 

  財務書類４表の相互関係を示したのが下記の図です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①貸借対照表の資産のうち歳計現金（資金）の金額は、資金収支計算書の期末歳計現

金（資金）残高と対応します。貸借対照表では、現金の残高だけを表示していますが、資

金収支決算書では、現金の残高になるまでの明細も表示しているので、資金収支計算書

は貸借対照表の現金の明細表と言えます。 

 

②貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純

資産変動計算書の「期末純資産残高」と対応します。前年度の貸借対照表の純資産の

部の額が今年度の純資産の部の額に変化した内容を増加と減少に分けて表示したもの

で、①と同様に純資産変動計算書は貸借対照表の純資産の部の明細表と言えます。 

 

③行政コスト計算書の「純経常行政コスト」の金額は、経常行政コストと経常収益の差額で

すが、これは純資産変動計算書の「純経常行政コスト」と対応します。 

資産の部 

 

･････ 

･････ 

･････ 

 

 

 

・・・・・ 

負債の部 

 

 

純資産の部 

 

貸借対照表 行政コスト計算書 

経常行政コスト 

          ｜ 

経常収益 

          ∥ 

 

 

歳計現金 
純経常行政コスト 

資金収支計算書 純資産変動計算書 

収入 

｜ 

支出 

∥ 

当年度歳計現金増減額 

＋ 

期首歳計現金残高 

∥ 

期首純資産残高 

｜ 

 

 

 

 

＋ 

一般財源、補助金等受入 

± 

臨時損益等 

∥ 

 期末歳計現金残高 

純経常行政コスト 

期末純資産残高 
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普通会計の財務書類４表 
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Ⅱ 普通会計の財務書類４表 

 

１ 貸借対照表 

（１）貸借対照表とは 

当該年度末における資産、負債等の状況を表す財務書類で、これまでの行政

活動によって形成された建物や土地などの資産と、その資産を形成するために

要した負債や財源との関係を表すものです。 

資産の部、負債の部及び純資産の部で構成され、左側（借方）に資産、右側

（貸方）にその資産を形成したため将来の世代が今後支払いの必要な負債と、こ

れまでの世代が負担し支払いの必要がない純資産を計上しています。 

         貸借対照表のイメージ 

借   方 貸   方 

＜資産の部＞ ＜負債の部＞ 

 これまでに形成された道路・学校などの  将来の世代が負担する金額 

施設や、基金・現金などの将来世代に引     （地方債、退職手当引当金等） 

き継ぐものの金額 ＜純資産の部＞ 

    これまでの世代が負担した金額 

      （国庫支出金、一般財源等） 

 

 【貸借対照表の構成】 

 [資産の部] 

  公共資産 

①有形固定資産 

有形固定資産は、長期間にわたって行政サービスを提供するために使用され

るもので、具体的には土地や建物、機械器具などです。昭和４４年度以降の「地

方財政状況調査表」の普通建設事業費（補助金等として団体等に支出した金額

を除く。）を集計し、減価償却の計算を実施した後の金額を、行政目的別に区分し

て計上しています。 

減価償却については、総務省が公表した「新地方公会計制度実務研究会報告

書」に定められた有形固定資産耐用年数区分表により定額法で計算しています。

ただし、土地については、使用することにより磨耗損耗することはないため、減価

償却は行いません。 

また、普通建設事業費のうち、市以外の団体に補助金又は負担金として支出 

した金額については、市の所有する資産ではないため、有形固定資産として計上
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していません。しかし、住民が広く利用でき、住民生活に役立つものであることから、

貸借対照表の末尾に「他団体及び民間への支出金により形成された資産」として

注記しています。 

有形固定資産耐用年数区分表 

区    分 
耐用 

区    分 
耐用 

区    分 
耐用 

年数 年数 年数 

 １ 総務費    （４） 砂防 50    イ 都市下水路 20 

 （１） 庁舎等 50  （５） 漁港 50    ウ 区画整理 40 

 （２） その他 25  （６） 農業農村整備 20    エ 公園 40 

     （７） 海岸保全 30    オ その他 25 

 ２ 民生費    （８） その他 25  （８）  住宅 40 

 （１） 保育所 30  ６ 商工費 25  （９）  空港 25 

 （２） その他 25      （10） その他 25 

     ７ 土木費       

 ３ 衛生費 25 
 （１） 道路 48  ８ 消防費   

 （２） 橋りょう 60  （１） 庁舎 50 

 ４ 労働費 25 
 （３） 河川 49  （２） その他 10 

 （４） 砂防 50     

 ５ 農林水産業費    （５） 海岸保全 30   ９ 教育 50 

 （１） 造林 25  （６） 港湾 49     

 （２） 林道 48  （７） 都市計画   １０ その他 25 

 （３） 治山 30    ア 街路 48     

            

            

②売却可能資産 

売却可能資産とは、市の普通財産（山林を除く。）のうち、行政サービスの提供

には活用をされていないが、将来の現金獲得能力があると考えられる土地を計上

しています。また、売却可能資産の評価額は、固定資産評価額を基礎として算定

しています。 

 

投資等 

①投資及び出資金 

公営企業（病院事業・上水道事業・ガス事業）などへの出資金や出捐金の現在

高を計上しています。投資損失引当金は、市場価格のない出資金などについて
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実質価格を算定し、取得価格に比べ３０％以上低下した場合に、その差額をマイ

ナス計上しています。 

②貸付金 

貸付金には、市が貸し付けている金額のうち回収期限が到来していない現在

高を計上しています。 

③基金等 

基金等には、特定の目的のために資金を積み立てる「特定目的基金」（地域振

興基金、教育施設整備基金、観光施設基金など）、特定の目的のために定額の

資金を運用する「定額運用基金」（奨学基金、農業振興資金貸付基金など）のほ

か、「土地開発基金」を計上しています。 

なお、財政調整基金や減債基金は、行政運営や地方債償還に充てる基金であ

り、流動資産の現金預金に計上しています。 

④長期延滞債権 

長期延滞債権には、市税や使用料（公営住宅使用料など）、負担金（保育園 

保育料など）などの収入未済額のうち、前年度以前に発生した債権（滞納繰越分）

を計上しています。 

⑤回収不能見込額 

「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち、将来回収不能となることが見込まれる 

金額を計上しています。回収不能見込額は、過去の不納欠損実績率等をもとに

回収不能見込額を算出して計上しています。 

 

 流動資産 

①現金預金 

財政調整基金、減債基金、歳計現金（前年度繰越金）を計上しています。 

②未収金 

市税や使用料、負担金などの収入未済額のうち、当該年度に発生した債権（収

入未済金）を計上しています。なお、長期延滞債権と同様に、未収金に係る回収

不能見込額は、過去の不納欠損実績率等をもとに算出し計上しています。 

 

[負債の部] 

 固定負債 

①地方債 

地方債の元金償還金のうち、翌々年度以降に予定されている元金償還金を計

上しています。翌年度元金償還金予定額は、「流動負債」に計上しています。 

②退職手当引当金 

当該年度末において、在籍する職員全員（定年退職者を除く。）が普通退職し

た場合に必要となる退職手当の支給額を計上しています。退職手当は、支給時
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に一時に発生するものではなく、職員の在籍期間を通じて徐々に発生していくと

いう考え方に基づき、年度末の要支給額を見積り計上したものです。(本市の場合、

退職手当組合に加入しているため、秋田県総合事務組合から支払われていま

す。) 

③損失補償等引当金 

財政健全化法の健全化判断比率の一つである「将来負担比率」の算定に含め

られている第三セクター等の設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込

額について計上されます。 

 

 流動負債 

①翌年度償還予定地方債 

地方債の元金償還金のうち、翌年度に償還する予定の金額を計上していま

す。 

②賞与引当金 

翌年度の６月に支払う予定の期末勤勉手当のうち、当該年度負担相当分を計

上しています。これは、１２月から５月までの６ヶ月間を支給対象期間としているた

め、そのうち１２月から３月までの４ヶ月分については、当該年度の負担相当額とな

るためです。 

 

[純資産の部] 

「純資産の部」とは、住民サービスを提供するために保有している財産に対応す 

る財源のうち、現在までの世代が負担した部分と資産を時価評価した際の評価差額

部分からなり、資産から負債を引いた残額となります。 

①公共資産等整備国県補助金等 

「有形固定資産」を取得する際に、その財源として国及び県から受けた補助金

等（減価償却分を除いた額）を計上しています。 

②公共資産等整備一般財源等 

「有形固定資産］及び「投資等」に対して投入された財源のうち、地方債や国県

補助金等を除いた額を計上しています。有形固定資産等を取得する際に投じら

れた一般財源等（減価償却分を除いた額）が計上しています。 

③その他一般財源等 

「純資産」のうち「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源

等」及び「資産評価差額」を除いた額を計上しています。 

④資産評価差額 

「投資及び出資金」のうち市場価格のある有価証券の取得価格と時価との差額

などを計上しています。 
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（２） 男鹿市普通会計貸借対照表 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 14,921,995

①生活インフラ・国土保全 24,525,349 (2) 長期未払金

②教育 12,205,958 ①物件の購入等

③福祉 1,289,875 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 876,004 ③その他

⑤産業振興 11,700,298 長期未払金計 0

⑥消防 692,391 (3) 退職手当引当金 2,423,972

⑦総務 4,110,172 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 55,400,047 固定負債合計 17,345,967

(2) 売却可能資産 65,226

公共資産合計 55,465,273 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,528,401

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 826,566 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 118,156

投資及び出資金計 826,566 流動負債合計 1,646,557

(2) 貸付金 48,036

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 18,992,524

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,370,448

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 94,401 １　公共資産等整備国県補助金等 15,766,262

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,464,849 ２　公共資産等整備一般財源等 33,895,819

(4) 長期延滞債権 166,046

(5) 回収不能見込額 △ 93,595 ３　その他一般財源等 △ 9,346,585

投資等合計 2,411,902

４　資産評価差額 47,275

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 40,362,771

①財政調整基金 1,011,575

②減債基金 567

③歳計現金 422,233

現金預金計 1,434,375

(2) 未収金

①地方税 34,348

②その他 30,753

③回収不能見込額 △ 21,356

未収金計 43,745

流動資産合計 1,478,120

資　　産　　合　　計 59,355,295 負 債 ・ 純 資 産 合 計 59,355,295

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち12,296,585千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 32,937,199 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 16,451,716 千円 16,451,716 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 274,608 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 12,708,881 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 976,766 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 2,525,228 千円 2,525,228 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 21,086,563 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 896,880 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 445,254 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 19,744,429 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 11,850,636 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は7,373,756千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は61,840,894千円です。

貸借対照表（普通会計）
(平成28年3月31日現在)

274,608

12,708,881

0

750,801

670,591

2,348,728

3,563,030

0

976,766

0

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

88,834

271,226

165,012

2,278,156

0

0

5,270

3,731

3,563,030

543,711

0

0

2,470,414

項目
負債計上

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額
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（３） 貸借対照表の概要について 

【資産の部】 

①公共資産 

公共資産は、「有形固定資産」と「売却可能資産」で構成され、前年度より９，４３

０万円減の５５４億６，５２７万３千円で、総資産の９３．４％を占めています。 

公共資産のうち、「有形固定資産」の行政目的別内訳は、道路や住宅整備など

の「生活インフラ・国土保全」が２４５億２，５３４万９千円で構成比の４４.３％と高い

割合を占めているほか、小中学校や体育施設整備などの「教育」が１２２億５９５万

８千円で２２．０％、漁港や農道整備などの「産業振興」が１１７億２９万８千円で２１．

１％となっています。 

また、「売却可能資産」は、市の普通財産のうち、公募している宅地等を計上し、

６，５２２万６千円で０．１％となっています。 

 

②投資等 

投資等には、公営企業や第三セクター等への「投資及び出資金」や「貸付金」、

「基金」、回収期限から１年以上回収できていない「長期延滞債権」などが計上さ

れており、前年度より８，６０３万３千円減の２４億１，１９０万２千円となっています。 

「投資及び出資金」は、８億２，６５６万６千円で、公営企業や第三セクターなど

への出資等により、行政サービスの提供に活用されています。主なものとして、男

鹿市企業局（上水道・ガス）５億６，０７１万３千円、株式会社男鹿水族館３，１００万

円、社会福祉法人男鹿保育会５，０００万円などがあります。 

「貸付金」は、地域総合整備資金貸付金で４，８０３万６千円となっています。 

「基金等」は、１４億６，４８４万９千円で、地域振興基金や教育施設整備基金な

どのその他特定目的基金が１３億７，０４４万８千円、奨学基金や農業振興資金貸

付基金などのその他定額運用基金が９，４４０万１千円となっています。 

「長期延滞債権」は、回収期限から１年を経過しても回収されていない市税や

生活保護費返還金のほか、災害援護資金貸付金などで１億６，６０４万６千円とな

っており、前年度より１，１３０万６千円の減となっています。 

「回収不能見込額」は、過去５年間の不納欠損の実績率等により算出し、前年

度より５９０万２千円減の９，３５９万５千円となっています。 

 

③流動資産 

流動資産には、歳計現金や財政調整基金、減債基金のほか、市税などの未 

収金が計上され、前年度より３億１，４６６万６千円減の１４億７，８１２万円となって

います。減となった主な要因は、財政調整基金等の現金預金で３億３，４３２万５千

円の減となったことなどによるものです。 

「現金預金」は、災害などの不測の支出に備えて積み立てている財政調整基金
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が１０億１，１５７万５千円、減債基金が５６万７千円、歳計現金が４億２，２２３万３千

円となっています。 

「未収金」は、現年度調定額のうち収入未済額となったもので、市税や保育料

などで４，３７４万５千円となっています。 

 

【負債の部】 

①固定負債 

固定負債は、平成２９年度（翌々年度）以降に元金償還が予定される「地方債」

が１４９億２，１９９万５千円、定年退職者を除く全職員が当該年度末に普通退職し

たと仮定した場合に必要となる「退職手当引当金」が２４億２，３９７万２千円などで、

前年度より３，６２７万１千円増の１７３億４，５９６万７千円となっています。 

 

②流動負債 

流動負債は、１年以内に償還が行われる「翌年度償還予定地方債」や「賞与引

当金」などで、前年度より５，５７６万７千円増の１６億４，６５５万７千円となっていま

す。 

「翌年度償還予定地方債」は、「地方債」のうち、翌年度（平成２８年度）に償還

する元金で、１５億２，８４０万１千円となっています。 

「賞与引当金」は、翌年度（平成２８年度）の６月に支給される期末勤勉手当のう

ち平成２７年度負担相当額（平成２７年１２月から平成２８年３月までの分）で、１億

１，８１５万６千円を計上しています。 

  

 【純資産の部】 

①公共資産等整備国県補助金等 

行政サービスを提供するための資産整備などの財源として、国・県から受けた

補助金等の額は、前年度より３，０１８万４千円減の１５７億６，６２６万２千円となっ

ています。 

 

②公共資産等整備一般財源等 

行政サービスを提供するための資産整備などの財源のうち、国・県補助金等と

建設地方債を除いた額で、前年度より１億１，０３６万９千円減の３３８億９，５８１万

９千円となっています。 
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③その他一般財源等 

公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた額

で、マイナス９３億４，６５８万５千円となっています。これは、翌年度以降、自由に

使えるお金が拘束されていることを表していますが、前年度より４億７，８２７万５千

円増加しています。 

具体的には、資産形成につながらない負債（退職手当引当金、臨時財政対策

債など）の支出のための積み立てがなされていないため、将来の税収等の一般財

源により賄わなければならないため、その分として「その他一般財源等」をマイナス

で表しています。 

 

（４） 貸借対照表を用いた財務分析について 

①社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本整備の結果を示す有形固定資産のうち、純資産による整備割合をみ

ることにより、これまでの世代によって、すでに負担された分の割合をみることがで

きます。 

また、地方債による整備割合を見ることにより、将来返済しなければならない将

来世代による負担の割合をみることができます。 

 

○ 社会資本形成の世代間負担比率 （平成２８年３月３１日現在） 

                                            （単位：千円、％） 

項      目 平成２７年度 平成２６年度 増 減 

 公共資産合計 

 a 
55,465,273 55,559,573 △94,300 

 純資産合計 

 b 
40,362,771 40,949,808 △587,037 

 地方債（翌年度償還予定額を含む） 

 c 
16,450,396 16,329,500 120,896 

 過去及び現世代負担比率 

 b／a 
     72.8      73.7     △0.9 

 将来世代負担比率 

 c／a 
     29.7      29.4    0.3 

・将来世代負担比率の平均的な数値  １５％～４０％ 

・過去及び現世代負担比率の平均的な数値  ５０％～９０％ 

 比率が高ければ高いほど、負担が大きいことを表しています。 

（注）資産のうち有形固定資産に対する純資産、地方債の割合を見たものであるため、両

比率の合計は１００％にはなりません。 
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③住民一人当たりの貸借対照表 

貸借対照表を住民一人当たりに換算すると、資産は２０１万６千円、負債は６４

万５千円、純資産は１３７万１千円になります。 

 

   住民一人当たりの貸借対照表 （平成２８年３月３１日現在） 

           （単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

 １ 公共資産 1,884  １ 固定負債 589   

 ２ 投資等 83  ２ 流動負債 56   

 ３ 流動資産 50 負債合計 645   

   純 資 産 の 部 

    純資産合計 1,371   

資産合計 2,016   負債・純資産合計 2,016   

 （平成 28 年 3 月 31 日現在住民基本台帳人口 29,435 人） 

 

④資産老朽化比率 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作物等）の取得価格に

対する減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用年数に対して償却資産

の取得からどの程度経過しているかを全体として把握することができる比率で、５６．

３％となっています。比率は、高いほど老朽化が進んでいることを表し、平均的な

数値は、３５％～５０％となっています。 

 

  資産老朽化比率（％）＝年度末減価償却累計額÷年度末有形固定資産現在高×

１００ 

 

⑤歳入額対資産比率 

歳入額対資産比率は、３．２９となっています。この比率は、歳入総額に対する

資産の比率であり、形成された資産は何年分の歳入が充当されたかを見ることが

できます。この比率は高いほど社会資本の整備が進んでいることを表し、平均的

な数値は３.００～７.００となっています。 

 

  歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 
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２ 行政コスト計算書 

（１） 行政コスト計算書とは 

男鹿市が１年間に提供した行政サービスに要したコストと、その行政サービスの

対価として得られた負担金や使用料などの収入を明らかにしたものです。貸借対

照表が将来世代も利用できる資産の形成を示しているのに対し、行政コスト計算

書は人的なサービスや給付サービスなどの資産形成につながらない行政サービ

スの活動実績をコストという側面から把握したものです。 

【行政コスト計算書の構成】 

計 上 項 目 内   容 

経 

 

常 

 

行 

 

政 

 

コ 

 

ス 

 

ト 

人件費 給与費等から前年度賞与引当金計上額を除いた額 

退職手当引当金繰入金 
退職手当組合負担金及び引当金として当該年度に新たに

計上した額 

賞与引当金繰入金 当該年度に貸借対照表に計上した賞与引当金の額 

物件費 旅費、光熱水費、委託料、備品購入費などの経費 

維持補修費 施設などの維持修繕に要した経費 

減価償却費 
有形固定資産の経年劣化等に伴い、価値が減少したと理論

上考えられる額 

社会保障給付費 
高齢者や障がい者に対する援護措置、児童手当の支給、生

活保護費などに要した経費 

補助金等 

他会計等への支出額 

一部事務組合負担金や各種団体に対する補助金など 

特別会計などに対する繰出金など 

他団体への公共資産整備補

助金等 

投資的経費のうち他団体等への資産形成のための補助金

など 

支払利息 地方債及び一時借入金の利子支払額 

回収不能見込計上額 
市税や使用料などのうち、回収不能見込額として新たに貸

借対照表に計上した額及び当該年度の不納欠損額 

その他行政コスト 上記以外の行政コスト 

経常

収益 

使用料・手数料 

分担金・負担金・寄附金 

当該年度の収入額と長期延滞債権及び未収金として新たに

貸借対照表に計上した額 

純経常行政コスト 
経常行政コストから行政サービス提供の対価である経常収

益を差し引いた金額 
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（２） 男鹿市行政コスト計算書 

 

行政コスト計算書（普通会計）
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 2,158,208 13.8% 92,807 397,208 309,102 80,421 203,147 37,998 841,482 196,043 0

（２）退職手当引当金繰入等 321,107 2.1% 18,318 66,865 74,605 18,467 46,215 5,245 84,515 6,877 0

１ （３）賞与引当金繰入額 118,156 0.8% 4,509 21,428 17,841 4,636 11,442 1,980 45,755 10,565 0

小　　計 2,597,471 16.6% 115,634 485,501 401,548 103,523 260,805 45,223 971,752 213,485 0

（１）物件費 1,783,805 11.4% 84,760 443,113 186,432 330,095 221,192 38,854 466,261 13,098 0

（２）維持補修費 186,780 1.2% 113,867 32,685 540 8,761 6,188 2,581 22,158 0

（３）減価償却費 2,391,858 15.3% 827,402 420,260 89,568 95,513 690,886 95,641 172,588

小　　計 4,362,443 27.9% 1,026,029 896,058 276,540 434,369 918,266 137,076 661,007 13,098 0

（１）社会保障給付 2,742,856 17.6% 18,752 2,723,436 668

（２）補助金等 2,035,571 13.0% 80,984 74,630 130,211 430,329 435,415 744,528 136,806 2,668 0

３ （３）他会計等への支出額 3,446,430 22.1% 563,064 0 1,931,851 844,380 107,135 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

193,958 1.2% 31,110 2,499 5,217 9,750 145,382 0 0 0

小　　計 8,418,815 53.9% 675,158 95,881 4,790,715 1,285,127 687,932 744,528 136,806 2,668 0

（１）支払利息 172,712 1.1% 172,712

（２）回収不能見込計上額 73,657 0.5% 73,657

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 246,369 1.6% 0 0 0 0 0 0 0 0 172,712 73,657 0

15,625,098 1,816,821 1,477,440 5,468,803 1,823,019 1,867,003 926,827 1,769,565 229,251 172,712 73,657 0

（　構　成　比　率　） 11.6% 9.5% 35.0% 11.7% 11.9% 5.9% 11.3% 1.5% 1.1% 0.5% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 202,949 17,960 2,117 74,892 16,231 1,393 0 24,524 0 0 0 65,832

２ 分担金・ 負担金・ 寄附 金 ｃ 64,117 0 0 27,210 1,689 31 0 10,207 0 0 0 24,980

267,066 17,960 2,117 102,102 17,920 1,424 0 34,731 0 0 0 90,812

ｄ／ａ 1.71% 1.0% 0.1% 1.9% 1.0% 0.1% 0.0% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0%

15,358,032 1,798,861 1,475,323 5,366,701 1,805,099 1,865,579 926,827 1,734,834 229,251 172,712 73,657 0 △ 90,812（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ
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（３） 行政コスト計算書の概要について 

「経常行政コスト」は、資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供す

るのに要した経費の金額とその支出の性質を表し、一方、「経常収益」は施設利

用料や保育料など主に行政サービスの提供の結果得られた受益者負担を表して

います。平成２７年度の「経常行政コスト」は、総額で１５６億２，５０９万８千円となり

ました。これに対して、直接の受益者負担である「経常収益」は２億６，７０６万６千

円で、差引である「純経常行政コスト」は、前年度より５億６，３６４万５千円増の１５

３億５，８０３万２千円となっています。この純経常行政コストは、行政サービスを提

供するため、市税や国県補助金等で賄わなければならないコストになります。 

 

（４） 行政コスト計算書を用いた財務分析について 

①受益者負担比率 

受益者負担比率は、１．７％となっています。この比率は、発生した行政コストを、

いわゆる受益者負担（経常収益）でどの程度賄えているかを見ることができます。

平均的な数値が２．０％～８．０％ですので、本市は行政サービスの受益者が直接

的に負担する割合が低いことを表しています。 

 

    受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×１００ 

 

②行政コスト対税収等比率 

行政コスト対税収等比率は、１０６．６％となっています。この比率は、当年度に

行われた行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストを、ど

の程度、当年度の負担で賄うことができたかを見ることができます。比率が１００％

を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか、翌年度以

降に引き継ぐ負担が軽減されたことを表し、１００％を上回っている場合は、過去

から蓄積した資産が取り崩されたか、翌年度以降へ引き継ぐ負担が増加したこと

を表しています。平均的な数値は、９０．０％～１１０．０％となっています。 

 

   行政コスト対税収等比率（％）＝純経常行政コスト÷（純資産変動計算書の一般

財源＋補助金等受入（その他一般財源等の

列））×１００ 

 

③住民一人当たりの行政コスト 

行政コスト計算書を住民一人当たりに換算すると、人にかかるコストが８万８千

円、物にかかるコストが１４万８千円、移転支出的なコストが２８万６千円などで経常

行政コストは５３万１千円となっており、使用料等の経常収益として９千円が直接的

な負担となっています。 
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住民一人当たりの行政コスト 

    （単位 千円） 

性質別分類 金   額 

  １ 人にかかるコスト   88   

  ２ 物にかかるコスト   148   

  ３ 移転支出的なコスト   286   

  ４ その他のコスト   8   

経常行政コスト a 531   

  １ 使用料・手数料   7   

  ２ 分担金・負担金・寄附金   2   

経常収益 b 9   

純経常行政コスト a－b 522   

（平成 28 年 3 月 31 日現在住民基本台帳人口 29,435 人） 

 

 

 

 

３ 純資産変動計算書 

（１） 純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１

年間でどのように変動したかを表しています。貸借対照表の純資産の部は、これ

までの世代が負担してきた部分ですので、１年間でこれまでの世代が負担してき

た部分が増えたのか減ったのかがわかります。 
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各項目の説明 

計 上 項 目 内   容 

 期首純資産残高  前年度末の貸借対照表における純資産残高 

 純経常行政コスト 
 行政コスト計算における純経常行政コスト

（マイナス計上） 

一
般
財
源 

 地方税  市税の調定額 

 地方交付税  普通交付税・特別交付税 

 その他行政コスト充当財源  地方譲与税、各種交付金、諸収入など 

 補助金等受入 
 国庫支出金及び県支出金のうち、公共資産

形成の財源となった金額 

 公共資産徐売却損益 
 公共資産を除売却した場合の帳簿価額と売

却額の差額 

科 
目 
振 

替 

 公共資産整備への財源投入 

 貸借対照表の公共資産を整備するために投

じられた財源（国・県支出金及び地方債を除

く）の変動 

 公共資産処分による財源増   公共資産を除売却した場合の財源の変動 

 貸付金・出資金等への財源投入 
 投資及び出資金の支出、貸付金の貸付、基

金の積立等に投じられた財源の変動 

 貸付金・出資金等の回収等によ

る財源増 

 投資及び出資金、貸付金の回収、基金の取

り崩し等による財源の変動 

 減価償却による財源増 
 減価償却により公共資産等整備に係る財源

からその他一般財源に振り替わった額 

 地方債償還に伴う財源振替 

 地方債元金償還額に負担した一般財源をそ

の他一般財源から公共資産等整備一般財

源へ振り替えた額 

 資産評価替による変動額 
 資産の評価替えを行った際の差額や、売却

可能資産に新規・追加計上した額 

 期末純資産残高  当該年度の貸借対照表における純資産残高 
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（２）男鹿市純資産変動計算 

 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 40,949,808 15,796,446 34,006,188 △ 8,868,310 15,484

純経常行政コスト △ 15,358,032 △ 15,358,032

一般財源

地方税 3,332,366 3,332,366

地方交付税 6,874,208 6,874,208

その他行政コスト充当財源 805,012 805,012

補助金等受入 3,401,549 786,551 2,614,998

臨時損益

災害復旧事業費 △ 47 △ 47

公共資産除売却損益 33,186 33,186

投資損失 △ 3,357 △ 3,357

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 680,816 △ 680,816

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 303,846 △ 303,846

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 381,895 381,895 0

減価償却による財源増 △ 686,735 △ 1,705,123 2,391,858 0

地方債償還等に伴う財源振替 322,052 △ 322,052

資産評価替えによる変動額 31,791 31,791

無償受贈資産受入 0 0

その他 296,287 △ 130,000 669,935 △ 243,648

期末純資産残高 40,362,771 15,766,262 33,895,819 △ 9,346,585 47,275

純資産変動計算書（普通会計）
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日
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（３） 純資産変動計算書の概要について 

平成２７年度純経常行政コスト１５３億５，８０３万２千円に対して、地方税や地方

交付税などの経常的な一般財源が１１０億１，１５８万６千円、経常的なコストに対

する補助金が３４億１５４万９千円となっています。また、臨時損益が災害等でプラ

ス２，９７８万２千円となっています。 

この結果、期首に４０９億４，９８０万８千円であった純資産残高は、期末では４０

３億６，２７１万１千円となっています。 

 

①公共資産等整備国県補助金等 

社会資本整備総合交付金、滝川河川改修事業や漁港整備事業費補助金など、

公共資産等整備に新たに７億８，６５５万１千円の国県補助金を受け入れましたが、

有形固定資産の補助金相当部分の減価償却が６億８，６７３万５千円あり、公共資

産等整備国県補助金等の期末純資産残高は１５７億６，６２６万２千円となってい

ます。 

 

②公共資産等整備一般財源等 

公共資産等の整備に充当された財源のうち、国県補助金と建設地方債を除い

たもので、期末の純資産残高は、３３８億９，５８１万９千円となっています。 

 

③その他の一般財源等 

ア 純経常行政コストと財源 

純経常行政コスト１５３億５，８０３万２千円に対して、地方税や地方交付税など

の経常的な一般財源等を１１０億１，１５８万６千円、補助金等を２６億１，４９９万８

千円充当し臨時損益を差し引いた結果、１７億６，１２３万の財源不足になっている

ことがわかります。 

 

イ 科目振替 

・公共資産整備への財源投入、貸付金・出資金等への財源投入 

これは、使途が特定されていなかった一般財源等が、公共資産の整備や貸

付金、出資金の財源として使用されることにより、公共資産等整備一般財源等と

して拘束されることを表してします。６億８，０８１万６千円の一般財源等が公共資

産の整備に、３億３８４万６千円の一般財源等が貸付金、出資金等に投入され

たことになります。 

・貸付金・出資金等の回収等による財源増 

これは、貸付金や出資金、公共資産整備のための基金など公共資産等の財

源として拘束されていた財源が、貸付金や出資金等の回収により使途が自由な

一般財源等へ振り替わったり、基金の取崩しがあったことを表しています。貸付
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金・出資金等の回収や基金の取崩しなどが３億８，１８９万５千円となっていま

す。 

・減価償却による財源増 

公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の減価償却に伴い

一般財源等として回収されたことを表しています。 

２３億９，１８５万８千円の減価償却のうち、国県補助金等を財源とする部分で６

億８，６７３万５千円、一般財源等を財源とする部分で１７億５１２万３千円が、公共

資産等整備国県補助金等及び公共資産等整備一般財源等からその他一般財源

等へそれぞれ振り替えられています。 

・地方債償還等に伴う財源振替 

公共資産等整備の財源として発行した地方債の元金を償還することにより、地

方債により賄われていた部分が一般財源に置き換わることになります。公共資産

等整備財源として発行した地方債元金を償還することは、公共資産整備への財

源投入と同じ性質を持つこととなります。地方債元金の償還により、３億２，２０５万

２千円が公共資産等整備一般財源等として拘束されたことを表します。前年度より、

４億７４８万２千円減少しています。 

以上のことから、男鹿市の公共資産等整備一般財源等の列を見ると、純額で１

億１，０３６万９千円（期末純資産残高３３８億９，５８１万９千円－期首純資産残高３

４０億６１万８千円）の一般財源が減少し、公共資産等整備一般財源等として拘束

される一般財源が減少しています。 

 

４ 資金収支計算書 

（１） 資金収支計算書とは 

１年間の資金（歳計現金）の流れを活動別に「経常的収支の部」、「公共資産整

備収支の部」、「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分けて表示した財務書類

です。 

経常的収支の部には、人件費や物件費などの支出と税収や手数料などの経常

的な行政活動による資金収支の状況が表示されます。 

公共資産整備収支の部には、公共資産整備による支出とその財源（地方債、

補助金等）による資金収支の状況が表示されます。 

投資・財務的収支の部には、出資、基金積立、借金の返済などの支出とその財

源による資金収支の状況を表示されます。 

資金収支計算書の３つの区分は、経常的収支の部で生じた黒字額で、公共資

産整備収支の部と投資・財務的収支の部の赤字額を穴埋めするという関係にあり

ます。 

経常的収支の黒字額よりも公共資産整備収支と投資・財務的収支の赤字額が

大きい場合は、期首にあった歳計現金が減少することになります。 
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（２） 男鹿市資金収支計算書 

 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成27年度における一時借入金の借入限度額は2,200,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

資金収支計算書（普通会計）

自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

172,712

2,541,460

186,827

12,089,560

2,626,329

1,783,805

2,742,856

2,035,571

61,141

84,275

705,410

767,297

3,318,819

6,874,208

2,584,312

144,058

2,193,496

0

2,387,454

817,237

193,958

802,454

15,341,974

3,252,414

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

△ 628,645

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

1,000

302,000

890,500

0

51,072

1,758,809

0

315,874

0

0

456,521

904,970

0

3,139,517

12

1,475,014

△ 91,265

513,498

422,233

33,186

75,423

424,483

△ 2,715,034

0

1,647,726
455,671

△ 282,509

17,525,266
1,595,910

698,731
17,616,531
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（３） 資金収支計算書の概要について 

【経常的収支の部】 

経常的な行政サービスに伴う現金収支である経常的収支は、人件費２６億２，６

３２万９千円、物件費１７億８，３８０万５千円、社会保障給付費２７億４，２８５万６千

円などで支出合計１２０億８，９５６万円に対して、地方税３３億１，８８１万９千円、地

方交付税６８億７，４２０万８千円、国県補助金等２５億８，４３１万２千円などで収入

合計は１５３億４，１９７万４千円で、差引き３２億５，２４１万４千円の黒字となりまし

た。 

 

【公共資産整備収支の部】 

道路や漁港など社会資本を整備した公共資産整備支出が２１億９，３４９万６千

円、他団体の公共資産整備への補助金等を支出した公共資産整備補助金等支

出が１億９，３９５万８千円となっており、合計は２３億８，７４５万４千円となっていま

す。 

公共資産整備支出の財源となったものは、国県補助金等が８億１，７２３万７千

円、地方債発行額が８億９，０５０万円などで合計１７億５，８８０万９千円となり、収

支不足額の６億２，８６４万５千円は経常的収支の差額により賄われたことになりま

す。 

 

【投資・財務的収支の部】 

支出には、地方債償還額１４億７，５０１万４千円のほか、他会計等への公債費

充当財源繰出支出が９億４９７万円、基金積立額が４億５，６５２万１千円、貸付金

が３億２００万円などで合計３１億３，９５１万７千円となっています。収入では、貸付

金回収額が３億１，５８７万４千円などで、収入合計は４億２，４４８万３千円であり、

収支不足額の２７億１，５０３万４千円は経常的収支の差額により賄われたことにな

ります。 

収入の合計が１７５億２，５２６万６千円に対して、支出の合計が１７６億１，６５３

万１千円となった結果、当期収支は９，１２６万５千円の減少となり、期末の歳計現

金残高は４億２，２２３万３千円となりました。 

 

【注記】 

１．一時借入金に関する情報 

一時借入金の借入及び返済は決算上歳入歳出として扱われないため、資金収

支計算書にも計上されません。しかしながら、資金繰りに関する重要な情報として

注記しています。なお、一時借入金は、借入限度額を２２億円としておりますが、

平成２７年度は発生していません。 
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２．基礎的財政収支（プライマリ－バランス）に関する情報 

基礎的財政収支とは、地方債などの借金を除いた歳入と、過去の借金の元利

払いなどを除いた歳出の差のことで、歳出のほうが多ければ将来の借金負担が増

加していくこととなり、少なければ借金が減少していることを示します。平成２７年度

末では、財政調整基金等取崩額が２億８９９万１千円増加したことに加え、地方債

の発行額１億３，５４３万円増加したことなどにより２億８，２５０万９千円の赤字とな

っています。 
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Ⅲ 男鹿市全体の財務書類４表 

 

 市では普通会計で行っている事業のほかに、病院事業や上水道事業、下水道事業、

国民健康保険事業、介護保険事業などの事業を行っています。市の財政は、普通会

計のみで成り立っているわけではないため、市全体のストック情報やコスト情報を把握

するためには、他の特別会計や公営事業会計を対象とした市全体の財務書類を用い

ます。 

 

１ 市全体の対象範囲と前提条件について 

（１） 対象範囲 

 ① 普通会計 

  （一般会計、診療所特別会計（へき地診療所に係る部分）） 

 

 ② 公営事業会計 

 ・国民健康保険特別会計 

 ・診療所特別会計 

 ・介護保険特別会計 

 ・後期高齢者医療特別会計 

 ・男鹿みなと市民病院事業会計 

・上水道事業会計 

 ・ガス事業会計 

 ・下水道事業会計 

 ・農業集落排水事業会計 

 ・漁業集落排水事業会計 

 

（２） 前提条件 

 （財務書類４表の作成方法） 

 地方公営企業を適用している病院事業会計、上水道事業会計、ガス事業会計、下

水道事業会計、農業集落排水事業会計、漁業集落排水事業会計については、地方

公営企業法施行規則等に基づいて作成している決算書等により作成しております。ま

た、そのほかの公営事業会計については、総務省の地方公営企業決算状況調査や

歳入歳出決算書等に用い、普通会計の作成方法に準じて作成しております。 

  

 （連結内部の相殺消去） 

 連結対象となる会計間での繰出し、繰入れなどの取引があった場合は、その支出及

び収入をそれぞれ削除しております 
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２ 市全体の財務書類４表 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 45,163,317 ①普通会計地方債 14,921,995

②教育 12,205,958 ②公営事業地方債 15,017,818

③福祉 1,289,875  地方債計 29,939,813

④環境衛生 10,199,700 (2) 長期未払金 0

⑤産業振興 11,700,298 (3) 引当金 3,630,682

⑥消防 692,391 （うち退職手当等引当金） 3,597,248

⑦総務 4,110,172 （うちその他の引当金） 33,434

⑧収益事業 0 (4) その他 2,149,906

⑨その他 0 固定負債合計 35,720,401

有形固定資産合計 85,361,711

(2) 無形固定資産 913,246 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 65,226 (1) 翌年度償還予定地方債 2,481,746

公共資産合計 86,340,183 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 230,000

(3) 未払金 262,952

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(1) 投資及び出資金 265,853 (5) 賞与引当金 207,264

(2) 貸付金 92,330 (6) その他 47,168

(3) 基金等 1,464,849 流動負債合計 3,229,130

(4) 長期延滞債権 307,911

(5) その他 0 負　　債　　合　　計 38,949,531

(6) 回収不能見込額 △ 179,475

投資等合計 1,951,468

[純資産の部]

３　流動資産 １　公共資産等整備国県補助金等 15,766,262

(1) 資金 1,159,072 ２　公共資産等整備一般財源等 48,627,180

(2) 未収金 645,188 ３　その他一般財源等 △ 12,279,735

(3) 販売用不動産 0 ４　資産評価差額 50,027

(4) その他 1,065,149

(5) 回収不能見込額 △ 47,795 純　 資　 産　 合　 計 52,163,734

流動資産合計 2,821,614

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 91,113,265 負 債 及 び 純 資 産 合 計 91,113,265

男鹿市全体の貸借対照表

（平成２８年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 3,846,284 13.7% 218,101 397,208 461,789 1,490,516 203,147 37,998 841,482 196,043 0

0 （２）退職手当等引当金繰入等 1,142,740 4.1% 24,100 66,865 57,560 851,363 46,215 5,245 84,515 6,877 0

１ （３）賞与引当金繰入額 194,482 0.7% 9,315 21,428 27,795 66,202 11,442 1,980 45,755 10,565 0

小　　計 5,183,506 18.5% 251,516 485,501 547,144 2,408,080 260,805 45,223 971,752 213,485 0

（１）物件費 3,182,067 11.3% 475,887 443,113 325,555 1,198,107 221,192 38,854 466,261 13,098 0

（２）維持補修費 271,689 1.0% 160,248 32,685 540 47,289 6,188 2,581 22,158 0

（３）減価償却費 3,521,664 12.6% 1,526,171 420,260 89,568 526,550 690,886 95,641 172,588 0

小　　計 6,975,420 24.9% 2,162,306 896,058 415,663 1,771,946 918,266 137,076 661,007 13,098 0 0

（１）社会保障給付 10,192,276 36.3% 18,752 10,166,791 6,733

（２）補助金等 4,195,075 15.0% 120,934 74,630 2,240,411 439,683 435,415 744,528 136,806 2,668 0

（３）他会計等への支出額 485,719 1.7% △ 180,188 0 480,798 77,974 107,135 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

193,958 0.7% 31,110 2,499 5,217 9,750 145,382 0 0 0 0

小　　計 15,067,028 53.7% △ 28,144 95,881 12,893,217 534,140 687,932 744,528 136,806 2,668 0

（１）支払利息 539,464 1.9% 539,464

（２）回収不能見込計上額 85,670 0.3% 85,670

（３）その他行政コスト 199,929 0.7% 8,413 0 98,699 92,817 0 0 0 0 0

小　　計 825,063 2.9% 8,413 0 98,699 92,817 0 0 0 0 539,464 85,670 0

28,051,017 2,394,091 1,477,440 13,954,723 4,806,983 1,867,003 926,827 1,769,565 229,251 539,464 85,670 0

（　構　成　比　率　） 8.5% 5.3% 49.7% 17.1% 6.7% 3.3% 6.3% 0.8% 1.9% 0.3% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 202,949 17,960 2,117 74,892 16,231 1,393 0 24,524 0 0 0 65,832

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 3,956,046 15,995 0 3,901,602 3,231 31 0 10,207 0 0 0 24,980

３ 保 険 料 1,616,670 1,616,670

４ 事 業 収 益 3,958,565 1,287,074 0 19,486 2,652,005 0 0 0 0 0 0

5 その他特定行政サービス 収入 230,582 35,181 0 4,553 190,848 0 0 0 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 △ 277,436 △ 73,113 0 21,173 △ 225,496 0 0 0 0 0 0 0

9,687,376 1,283,097 2,117 5,638,376 2,636,819 1,424 0 34,731 0 0 0 90,812

ｂ／ａ 34.5% 53.6% 0.1% 40.4% 54.9% 0.1% 0.0% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0%

18,363,641 1,110,994 1,475,323 8,316,347 2,170,164 1,865,579 926,827 1,734,834 229,251 539,464 85,670 0 △ 90,812

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b

（ 差引） 純経常行政コス ト ａ －ｂ

男鹿市全体の行政コスト計算書
自　平成２７年４月 １ 日

至　平成２８年３月３１日

２

３

４
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 45,086,723 17,359,765 47,277,616 0 △ 19,568,894 18,236

純経常行政コスト △ 18,363,641 △ 18,363,641

一般財源

地方税 3,332,366 3,332,366

地方交付税 6,874,208 6,874,208

その他行政コスト充当財源 805,012 805,012

補助金等受入 6,757,609 967,551 5,790,058

臨時損益

災害復旧事業費 △ 47 △ 47

公共資産除売却損益 27,849 27,849

投資損失 △ 3,357 △ 3,357

収益事業純損失 0 0

損失補償等引当金繰入 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 986,274 △ 986,274

公共資産処分による財源増 0 △ 19,610 19,610 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 303,846 △ 303,846

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 360,246 360,246 0

減価償却による財源増 △ 686,735 △ 2,834,929 3,521,664 0

地方債償還等に伴う財源振替 1,621,138 △ 1,621,138

出資の受入・新規設立 0 0 0

資産評価替えによる変動額 31,791 31,791

無償受贈資産受入 0 0

その他 7,615,221 △ 1,874,319 1,754,091 0 7,735,449 0

期末純資産残高 52,163,734 15,766,262 48,728,180 0 △ 12,380,735 50,027

男鹿市全体の純資産変動計算書
自　平成２７年４月 １ 日

至　平成２８年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

男鹿市全体の資金収支計算書
自　平成２７年４月　１日

至　平成２８年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

4,564,380

3,167,224

10,192,276

4,195,195

539,464

1,127,798

23,786,337

3,318,819

6,874,208

5,759,372

144,058

3,935,533

1,622,922

3,908,194

△ 168,266

767,510

0

0

767,297

1,290,181

28,219,828

4,433,491

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

3,261,214

193,958

3,455,172

0

△ 806,541

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

1,000

303,900

1,033,695

1,495,100

0

0

119,836

2,648,631

172,900

0

0

2,774,100

0

2,000

0

12

456,521

0

1,087,466

△ 59,219

3,478,314

130,825

0

315,874

0

1,218,291

33,186

△ 437,115

84,845

△ 3,393,469

△ 102,656
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Ⅳ 連結財務書類４表 

 

１ 連結財務書類４表とは 

 連結財務書類４表とは、普通会計や特別会計などの自治体全体の会計のほか、自

治体と連携して行政サービスを行っている一部事務組合、地方三公社、第三セクター

などの関係団体や法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成する「貸借対

照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」で構成される

財務書類をいいます。 

 

２ 連結の対象範囲と前提条件について 

 ① 連結の対象範囲 

 【一部事務組合等】 

 男鹿市が加入している一部事務組合及び広域連合が連結の対象となります。 

 連結に際しては、一部事務組合等の財務書類のうち、男鹿市の当該年度経費負担

割合相当分を連結する「比例連結」を行います。 

   

 ・男鹿地区消防一部事務組合 

 ・男鹿地区衛生処理一部事務組合 

 ・八郎湖周辺清掃事務組合 

 ・秋田県市町村総合事務組合 

 ・秋田県市町村会館管理組合 

 ・秋田県後期高齢者医療広域連合 

 

 【第三セクター等】 

 市の出資比率が５０％以上の法人が連結対象となります。 

 ・おが地域振興公社 

 ・男鹿保育会 

 

 ② 前提条件 

 （連結財務書類４表の作成方法） 

 【一部事務組合等】 

 普通会計と同様に総務省で行う「地方財政状況調査」及び「歳入歳出決算書」等を

活用して作成しています。 

 

 【第三セクター等】 

 対象法人の会計基準に基づいて作成している決算書等を活用して作成していま

す。 
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 （連結内部の相殺消去） 

 連結対象となる会計・団体・法人間で負担金・補助金の支出や取引があった場合は、

その支出及び収入をそれぞれから削除しています。また、相互間に出資などの関係が

ある場合には、貸借対照表の残高からそれぞれ削除しています。 
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３ 連結財務書類４表 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 45,163,317 ①普通会計地方債 15,329,968

②教育 12,205,958 ②公営事業地方債 15,017,818

③福祉 1,294,906  地方公共団体計 30,347,786

④環境衛生 11,370,027 (2) 関係団体

⑤産業振興 11,704,017 ①一部事務組合・広域連合地方債 545,658

⑥消防 1,431,068 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 4,119,409 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 545,658

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産合計 87,288,702 (4) 引当金 4,168,369

(2) 無形固定資産 913,265 （うち退職手当等引当金） 4,134,935

(3) 売却可能資産 65,226 （うちその他の引当金） 33,434

公共資産合計 88,267,193 (5) その他 2,149,906

固定負債合計 37,211,719

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 185,853 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 92,330 ①地方公共団体 2,569,801

(3) 基金等 1,741,952 ②関係団体 42,871

(4) 長期延滞債権 307,911  翌年度償還予定額計 2,612,672

(5) その他 11,988 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 230,000

(6) 回収不能見込額 △ 179,475 (3) 未払金 320,625

投資等合計 2,160,559 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 243,121

(6) その他 49,884

３　流動資産 流動負債合計 3,456,302

(1) 資金 1,581,645

(2) 未収金 648,416 負　　債　　合　　計 40,668,021

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 1,134,370 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 47,795 １　公共資産等整備国県補助金等 16,129,488

流動資産合計 3,316,636 ２　公共資産等整備一般財源等 49,023,636

３　他団体及び民間出資分 82,500

４　その他一般財源等 △ 12,209,284

４　繰延勘定 0 ５　資産評価差額 50,027

純資産 合計 53,076,367

資　　産　　合　　計 93,744,388 負債及び純資産合計 93,744,388

連結貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 4,793,503 14.7% 218,101 397,208 764,097 1,524,029 258,714 580,905 854,119 196,330 0

（２）退職手当等引当金繰入等 1,169,378 3.6% 24,100 66,865 62,028 847,555 47,902 29,485 84,566 6,877 0

１ （３）賞与引当金繰入額 230,339 0.7% 9,315 21,428 27,795 68,779 11,442 34,388 46,609 10,583 0

小　　計 6,193,220 19.0% 251,516 485,501 853,920 2,440,362 318,059 644,778 985,294 213,790 0

（１）物件費 3,264,493 10.0% 475,887 443,113 △ 21,112 1,439,365 356,651 85,845 469,830 14,914 0

（２）維持補修費 393,859 1.2% 160,248 32,685 6,011 155,572 14,397 2,581 22,365 0

（３）減価償却費 3,662,268 11.2% 1,526,171 420,260 90,825 603,540 691,849 156,823 172,800 0

小　　計 7,320,620 22.5% 2,162,306 896,058 75,724 2,198,477 1,062,897 245,249 664,995 14,914 0 0

（１）社会保障給付 14,788,147 45.4% 18,752 14,762,662 6,733

（２）補助金等 4,379,247 13.4% 120,934 74,630 2,415,815 433,624 445,350 747,662 138,541 2,691 0

（３）他会計等への支出額 △ 1,180,472 -3.6% △ 180,188 0 20,821 △ 405,988 107,135 △ 722,252 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

193,958 0.6% 31,110 2,499 5,217 9,750 145,382 0 0 0 0

小　　計 18,180,880 55.8% △ 28,144 95,881 17,204,515 44,119 697,867 25,410 138,541 2,691 0

（１）支払利息 550,700 1.7% 550,700

（２）回収不能見込計上額 85,670 0.3% 85,670

（３）その他行政コスト 267,602 0.8% 8,413 0 98,699 92,817 67,673 0 0 0 0

小　　計 903,972 2.8% 8,413 0 98,699 92,817 67,673 0 0 0 550,700 85,670 0

32,598,692 2,394,091 1,477,440 18,232,858 4,775,775 2,146,496 915,437 1,788,830 231,395 550,700 85,670 0

（　構　成　比　率　） 7.3% 4.5% 55.9% 14.7% 6.6% 2.8% 5.5% 0.7% 1.7% 0.3% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 236,129 17,960 2,117 74,892 38,442 1,393 6,099 26,796 0 0 0 68,430

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 7,439,072 15,995 0 6,174,622 △ 3,316 31 △ 20,778 9,399 0 0 0 1,263,119

３ 保 険 料 1,926,818 1,926,818

４ 事 業 収 益 4,182,794 1,287,074 0 △ 39,822 2,652,005 283,537 0 0 0 0 0

5 その他特定行政サービス収入 249,726 35,181 0 4,584 190,848 432 18,681 0 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 △ 1,943,627 △ 73,113 0 △ 438,804 △ 709,458 0 △ 722,252 0 0 0 0 0

12,090,912 1,283,097 2,117 7,702,290 2,168,521 285,393 △ 718,250 36,195 0 0 0 1,331,549

ｂ／ａ 37.1% 53.6% 0.1% 42.2% 45.4% 13.3% -78.5% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0%

20,507,780 1,110,994 1,475,323 10,530,568 2,607,254 1,861,103 1,633,687 1,752,635 231,395 550,700 85,670 0 △ 1,331,549（ 差 引 ） 純 経常 行政 コス トａ －ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２７年４月 １ 日

至　平成２８年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 45,928,970 17,753,076 47,740,159 2,500 △ 19,585,001 18,236

純経常行政コスト △ 20,507,780 △ 20,507,780

一般財源

地方税 3,332,366 3,332,366

地方交付税 6,874,208 6,874,208

その他行政コスト充当財源 816,880 816,880

補助金等受入 8,930,766 967,551 7,963,215

臨時損益

災害復旧事業費 △ 47 △ 47

公共資産除売却損益 27,849 27,849

投資損失 △ 3,357 △ 3,357

収益事業純損失 0 0

損失補償等引当金繰入 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 997,174 △ 997,174

公共資産処分による財源増 0 △ 19,610 19,610 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 305,346 △ 305,346

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 360,246 360,246 0

減価償却による財源増 △ 716,820 △ 2,945,447 3,662,268 0

地方債償還等に伴う財源振替 1,728,889 △ 1,728,889

出資の受入・新規設立 0 0 0

資産評価替えによる変動額 31,791 31,791

無償受贈資産受入 0 0

その他 7,644,720 △ 1,874,319 1,758,371 0 7,760,668 0

期末純資産残高 53,076,367 16,129,488 49,204,636 2,500 △ 12,310,284 50,027

連結純資産変動計算書
自　平成２７年４月 １ 日

至　平成２８年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

その他支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２７年４月　１日

至　平成２８年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

5,641,691

3,235,115

14,788,146

3,173,155

550,700

858,307

28,247,114

3,318,819

6,874,208

7,932,529

177,238

5,752,329

1,933,070

4,131,414

△ 137,740

767,510

0

0

775,024

1,290,661

32,815,062

4,567,948

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

3,311,868

193,958

0

0

0

0

0

3,505,826

1,033,695

1,534,855

0

0

119,836

2,688,386

△ 817,440

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

1,000

303,900

465,010

12

2,881,851

0

2,000

0

0

3,653,773

0

315,874

0

172,900

0

0

33,186

△ 437,110

1,581,645

84,850

△ 3,568,923

△ 102,656

78,929

1,502,747

△ 31


